
三菱マテリアル株式会社は12月23
日(金)、小又川新発電所の営業運転を
開始した。
小又川新発電所は、森吉ダムを中心

とした小又川水系の小又川第一、第二
および第四発電所(※1)の効率的運用
による電源増加を目的に建設計画され
た発電所。これまで未利用エネルギー
として放出されていた水を効率的に取
り込むことにより、小又川水系の発電
能力は2,860㎾、年間発電量は約13,40
0MWhに増加となる。今回の小又川新
発電所の竣工に伴い、小又川第一、第
二発電所は2022年10月にその役目を
終えることになった。

三菱マテリアルは、秋田県北秋田市
小又川水系において、1953年(昭和28
年)に完成した小又川第四発電所以来
の新規水力発電所となる「小又川新発
電所(出力10,326㎾)」を2019年5月に
着工した。
水力発電は、CO2を出さない環境に

やさしい発電方式で、近年再生可能エ
ネルギー利用が拡大する一方で、河川

から水を直接引き込んで発電する流れ
込み式水力発電所の建設は、水資源の
確保や採算性等の理由から少なくなっ
ている。
同社は、再生可能エネルギー固定価

格制度(FIT)の施行を機に、森吉ダム
を中心とした小又川水系にて営業運転
中の小又川第一、第二および第四発電
所の効率的運用による電源増加策、な
らびに小又川第一および第二発電所の
経年対策について検討を進めてきた。
その結果、森吉ダム直下の小又川第四
発電所の放流口から直接取水(取水量1
3.0m3/s)し、ずい道により約8.5㎞下
流に水を導き、有効落差約90mを確保
して10,326kWの発電をする新発電所
の建設を計画し、FIT(再生可能エネル
ギー固定価格買取制度)認定を受けた。
同建設に併せ、河川環境保全と維持の
ために正常流量の放流も設定した。
今回、新発電所の竣工により、小又

川水系の発電能力は2,860kW、年間発
電量は約13,400MWhの増加となり、
河川環境を保全しながら、小又川水系
の水力を利用した再生可能エネルギー
電力を長期安定的に供給することで、
効率的な水資源の活用が実現した。

小又川新発電所は、森吉ダム直下の

小又川第四発電所の放流口から直接取
水(取水量13.0㎡/s)し、導水路トンネ
ルにより約8.5㎞下流に水を導き、有
効落差約90mを確保して10,326㎾の発
電を行う。発電された電力は、再生可
能エネルギー固定価格買取制度(FIT)
を活用して全量社会に供給する。
河川環境を保全しながら、小又川水

系の水力を利用した再生可能エネルギー
を長期安定的に供給することにより、
効率的な水資源の活用が実現可能とな
る。
発電所建設にあたっては、既存の水

力発電所の電力(再生可能エネルギー)
を使用することで、環境影響を最小に
抑えた。なお、小又川新発電所操業に
よるCO2削減量(※2)はおよそ9,800tと

なり、これは40年生のスギ人工林約1,
100ha分のCO2吸収量(※3)に相当する。

三菱マテリアルの水力発電は百年を
超える歴史があり、再生可能エネルギー
のなかでも地域社会に欠かせないベー
ス電源となっている。
同社は、今後も環境にやさしい電源

として地域社会に安定した電力を供給
することにより、循環型社会の構築に
貢献する。

■用語解説
◆※1：小又川新発電所の竣工に伴い、
小又川第一、第二発電所は2022年10
月に廃止となった。
◆※2：新発電所操業による年間のCO
2削減量
「今村・長野(2010) 日本の発電技術
のライフサイクルCO2排出評価 電力
中央研究所報告、研究報告」中に記載
のある2009年のデータを用い、同社
で算出。
◆※3：林野庁ホームページ情報をも
とに同社で算出
同社の水力発電事業は百年を超える歴
史があり、再生可能エネルギーのなか
でも地域社会に欠かせないベース電源。
同社は今後も環境にやさしい電源とし
て、地域社会に安定した電力を供給し、
循環型社会の構築に貢献する。
(※資料提供：三菱マテリアル)
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小又川新発電所の営業運転開始

秋田県で69年ぶりとなる新水力発電所が稼働
発電能力2,860㎾、年間発電量約13,400MWhに

■三菱マテリアル株式会社URL→ https://www.mmc.co.jp/corporate/ja
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